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保証業務実施者の人的基準
1.はじめに
本稿は、保証業務実施者が保証業務を実施する際に必要とされる保証業務実施者の資格および条
件に関する基準(人的基準)について検討し提案しようとするものである。
保証業務の中心的な業務である財務諸表監査の場合には、監査人に必要な人的基準は監査基準で
規定され、またとくにその独立性については公認会計士法において詳細に規定されている。そして、
日本公認会計士協会(JapaneseInstitute of Certified Public Accountants， jICPA)の『倫理規則J
(JICP A (20l4J)は、「第1章 総則」と「第2章会計事務所等所属の会員を対象とする規則」
で公認会計士1)に必要な人的基準について規定している。しかし、保証業務実施者の人的基準につ
いて網羅的に規定しているものはない。そこで、本稿において、保証業務実施者に求められる人的
基準について検討・提案するものである。
本稿では、保証業務実施者の人的基準について検討するために、まず、監査基準の一般基準、実
施基準、および報告基準の設定理由を取り上げる。そしてこれらの3つの基準のうち、保証業務実
施者の人的基準との関連性が深いと思われる一般基準について検討し、一般基準は監査人の資格お
よび条件(人的基準)をめぐる 2つの立場から設定されていることを明らかにする。次いで、一般
基準の変遷について検討し、一般基準が求めている監査人の人的基準の内容を明らかにする。さら
に、 jICPA (2014Jを取り上げ、 jICPA(2014Jが規定している公認会計士の人的基準の内容を明
らかにする。そして、最後に、以上の検討結果を踏まえて、保証業務実施者が保証業務を実施する
際に必要とされる保証業務実施者の人的基準について提案することにする。
2.わが国の監査基準
(1)監査基準の意義
わが国では、太平洋戦争終結と同時に連合国最高司令官総司令部 (GeneralHeadquarters of 
Supreme Commander for the Allied Powers， GHQ)の主導により未曾有の経済・社会改革が実
施された。企業会計制度もその一環として、昭和24年7月9日に企業会計原則と財務諸表準則が中
間報告として公表された。そして、企業が作成する財務諸表の信頼性を担保する公認会計士の業務
や義務を規定した公認会計士法が、昭和23年7月6日付け官報号外(法律第103号)で公布された。
一方、公認会計士による財務諸表監査の実施規範ともいうべき監査基準が設定されたのは、昭和
初年7月14日であった。これは、当時の経済安定本部・企業余計基準審議会から中間報告(企業会
計基準審議会(1950J)として設定されたもので、監査基準と監査実施準則2)から構成きれていた。
しかしこの当時、財務諸表監査といっても知っている人は制度制定機関のメンバーや学者等の一部
の人だけであり、したがって社会に対しては財務諸表監査の啓蒙からはじめなければならなかった。
1) JICPA (2014J r第2章」の適用対象は「会計事務所等所属の会員」であって公認会計士ではない。会員とは、
公認会計士、監査法人および外国公認会計士である(JICPAr会則J第4条)。したがって、 JICPA(2014J r第
2章」の適用対象は、正確には公認会計士と外国公認会計士である(監査法人は「会計事務所等所属の会員Jに
該当しないため)が、本稿では煩雑さを避けるためにあえて公認会計士と記述する。しかし、そこには外国公認
会計士もふくまれていると理解されたい。
会計論叢第10号
? ?
昭和25年7月14日に設定された最初の監査碁準には「財務諸表の監査についてJという前文があっ
たが、そのなかに 11 監査の意識」、 12 監査の必要性J、および 13 監査実施の基礎条件」
という啓蒙規定3)がおかれていたのはそのためである。
(2)監査基準の設定理由
財務諸表監査が法律で強制されるようになると、監査を実施する監査人の資格および条件に関す
る基準(一般基準)、監査の実施に関して監査人の判断を規制する基準(実施基準)、そして、監査
報告書の記載要件に関する基準(報告基準)を設け、これを社会的なル}ルとして確立することが
必要となる。その理由は、監査が法律によって定められた制度として行われる以上、その質を社会
2)当時は実施碁準の内容を詳細に定めた監査実施準則と報告基準の内容を詳細に定めた監査報告準則が想定され
ていた。このうち昭和25年7月14日に、監査基準と合わせて監査実施準則が制定された。監査報告準則が制定さ
れたのは昭和31年12月25日の第l回改訂においてである。
3)昭和25年7月14日に設定された最初の監査基準にあった「財務諸表の監査について」のなかの啓蒙規定の骨子
は次のとおりであるが、この内容は現在でも十分に通用するものである。なお、新井 (1999Jpp.18-19も参照さ
れたい。
1 監査の意義
監査の目的は、企業が公表する財務諸表が「企業会計原則Jに準拠して作成され、企業の財政状態および経
営成績を適正に表示しているか否かにつき、監査人が、職業的専門家としての意見を表明して、財務諸表に対
する社会一般の信頼性を高めることである。監査人は財務諸表に対する自己の意見につき責任を負うのみで
あって、財務諸表の作成に関する責任は、企業の経営者がこれを負わなければならない。
2 監査の必要性
今日の企業の財務諸表は、単に取引の帳簿記録を基礎とするばかりでなく、実務上慣習として発達した会計
手続を選択適用し、経営者の個人的判断に基づいてこれを作成するものであって、いわば記録と慣習と判断の
綜合的表現にほかならない。財務諸表が単なる事実の客観的表示ではなく、むしろ多分に主観的判断と慣習的
方法の所産であることは、近代的企業会計の著しい特徴である。したがって、財務諸表は、ややもすれば公正
妥当性を欠き、誤謬または不確実な要素の介入する余地が多く、財政状態及ぴ経営成績の適正な表現が歪めら
れ、政策的考慮によって粉飾されるところが少なくない。それゆえ、外部関係人の利益を擁護するためには、
判断の妥当性を確かめることが必要であって、職業的専門家による監査が要請される理由がある。
3 監査実施の基礎条件
監査制度を確立し、これを有効に運営するためには、次の3つの条件が前提として必要である。
(1) 監査の実施には、高度の人格、専門的能力および実務経験を備えた職業的監査人が必要であり、これに
応えるために公認会計士制度が誕生した。今後ますますこの制度の育成に万全の措置を講ずるべきであ
る。
(2) 監査を実施するには、監査を依頼する企業の側において、整然とした会計組織を備え、内部牽制組織を
設け、また大企業では内部監査も必要である。これらを及ぶ限り速やかに整備して、監査が試査ですませ
られるようにするべきである。
(3 ) 重要な債権・債務についての確認など外部の取引関係人に協力を仰ぐ必要があるが、わが国では一般に
よく理解されていない。したがって、監査制度の発達のために、その必要な所以をよく認識して、協力す
ることが要望せられる。
? ?
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的な合意に碁づいた一定の水準に保ち、監査に対する社会的な信頼性を確立して維持する必要があ
るからである。
企業会計審議会が昭和31年12月25日に公表した中間報告「監査基準の設定について」で述べられ
ている監査基準の一般基準、実施基準、および報告基準4)の設定理由は次のとおりである。
一般基準の設定理由
監査は、何人にも容易に行いうる簡単なものではなく、相当の専門的能力と実務上の経験と
を備えた監査人にしてはじめて、有効適切にこれを行うことが可能である。又監査は何人にも
安んじてこれを委せうるものではなく、高度の人格を有し、公正なる判断を下し得る立場にあ
る監査人にしてはじめて、依頼人は僑頼してこれを委任することができるのである。従って、
監査人の資格及ぴ条件について基準を設けることは、監査制度の確立及び維持のために欠くべ
からざる要件である 5)。
出所;企業会計審議会 [1956)(1) 
この規定は、監査人の人的基準について2つの立場から設定されている。 1つは、監査人は監査
の職業的専門家として相当の専門的能力と実務経験を有していなければならないという殿査実施者
の立場から監査人に求められる基準である。他の lつは、監査を受けるにあたって監査人に企業機
密をふくむさまざまな資料を提供する被監査会社の立場から監査人に要求する基準である。
監査基準は、監査人の人的基準として、監査実施者側からだけではなく、被監査会社の要求も満
たす高度の人格を有する監査人を求めている。
実施碁準の設定理由
監査を実施するに当り、選択適用される監査手続は、企業の事情により異なるものであって、
一律にこれを規定することは不可能であり、監査人の判断にまっところが大である。然しなが
ら監査の能力と経験は個々の監査人によって差異があるから、一切をあげて監査人の自由に委
ねることは、必ずしも社会的信用をかちうる所以ではない。それと同時に又監査の実施に関し
て公正妥当な任務の限界を明らかにしなければ、徒らに監査人の責任を過重ならしめる結果と
もなる。従って、監査に対する信頼性を高めるとともに、任務の範囲を限定するために、監査
人の判断を規制すべき一定の基準を設けて、これを遵守せしめることが必要である。
出所:企業会計審議会[1956)(2) 
4)昭和31年当時は、基準の名称が監査一般基準、監査実施基準および監査報告基準となっていた。現在の名称に
変更されたのは、昭和41年4月26日の監査基準の改訂においてである。
5)平成14年の監査基準の改訂以降の一般基準には人的基準と業務基準の2種類の基準があるが、監査基準設定当
時の一般基準には人的基準しかなかった。このため、ここでは業務基準の設定理由は示されていない。 JICPA
[1980) pp.l ・3を参照されたい。
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これは実施碁準の2つの意義について規定している。 1つは、監査の能力と経験は個々の監査人
によって異なるので、社会的信用を得るためには監査の実施に関し監査人の判断を規制する一定の
基準を設ける必要があるとするものである。これは、いわば監査人が実施しなければならない最低
限の監査手続を設定しようとするものである。他の 1つは、監査人が、その最低限の監査手続を実
施すれば、職業的専門家としての一定の責任を果たしたことになるというものである。前者を行う
ことにより、後者の効果が生まれる。
報告碁準の設定理由
監査報告書は、監査の結果として、財務諸表に対する監査人の意見を表明する手段であると
ともに、監査人が自己の意見に関する責任を正式に認める手段である。従ってその内容を簡潔
明瞭に記載して報告するとともに責任の範囲を明確に記載して意見を表明することは、利害関
係人ばかりでなく、監査人自身の利益を擁護するためにも重要である。過去の経験に徴するに、
監査人は不当に責任を回避するため、あるいは徒らに晦渋な字句を用いて関係者を迷わせ、あ
るいは必要な記載を省略することが稀ではない。かくては監査本来の目的を没却し、監査制度
の健全な発展を阻害することになろう。それ故、監査報告書の記載要件につき一定の基準を設
け、監査人をしてこれを厳重に守らしめなければならない。
出所:企業会計審議会[1956)(3) 
これは報告碁準の設定理由であり、意義は 1つである。ここでは、利害関係者が監査報告書の内
容を適切に判断できるように、監査報告書には、監査人が必要な事項を簡潔明瞭に記載すべきこと
を定めている。
3.監査基準・一般基準の変遷
(1)昭和25年設定から平成10年改訂まで
以上の監査基準のうち、保証業務実施者に直接的に関係があると思われる一般基準について、昭
和25年設定から平成26年改訂までの改訂内容の変遷について検討してみることにするが、ここでは
まずそのうちの昭和初年設定から平成10年改訂までの変遷についてみてみると、{図表けのよう
になる(下線は改訂された部分一筆者によるーを示す。)。
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{図表1]一般基準の変遷(昭和25年設定から平成10年取訂まで)
昭和25年7月14日 昭和31年12月25日 昭和41年4月26日 昭和51年7月13日
設定 改訂 改訂 改訂
l 企業が発表する財務諸表 l岡 1 企業が発表する財務諸表 l同
の監査は、監査人として適 の監査は、監査人として適
当な専門的能力と実務経験 当な専門的能力と実務経験
を有し、且つ、当該企業に を有し、特企別つ、当該企業に
対して特別の利害関係のな 対して の利害関係のな
い者によって行われなけれ い者によって行主われなけ
ばならない。 ればならない。
2 監査人は、事実の認定、 2同 2 監査人は、事実の認定、 2同
処理の判断及び意見の表明 処理の判断及び意見の表明
を行うに当って、常に公正 を行主うに当って、常に公
不備の態度を保持しなけれ iE不偏の態度を保持しなけ
ばならない。 ればならない。
3 監査人は、監査の実施及 3岡 3 監査人は、監査の実施及 3同
び報告書の作成について ぴ報告書の作成について
は、職業的専門家としての は、職業的専門家としての
正当の注意をもってこれを 正行主当主わ注な意をもってこれを
行わなければならない。 ければならない。
4 i在査人は、業務上知り得 4同 4 監査人は、業務上知り得 4同
た事項を正当な理由なく他 た事項を正当な理由なく漏
に漏洩し又は自ら窃用して 主主し又は窃用しではなら
はならない。 ない。
監査調書は、慎重な注意 意畳をiも三監っ査調書は、慎重な注
をもって整理し、相当の期 て整理し、相当の期
聞これを保存しなければな 聞これを保存しL 依頼人の許
らない。 可なくしてその全部又は一部
を他人に示しではならない。
前項の書類は、依頼人の
許可なくして、その全部又
は一部を他人に示しではな
らない。
5 監査人の行う監査証明 一 一
は、客観的事実の証明では
なくして、財務諸表の適否
に関する意見の表明であ
る。
6 監査人は、財務諸表に対 一
する意見に関して責任を負
うのであって、財務諸表の
作成に関して責任そ負うも
のではない。
7 監査人は、監査の実施に
当って、会計上の不正過失
の発見に努め、重大な虚偽、
錯誤又は脱漏を看過しては
ならないが、その監査証明
は、不正過失保の事証実が皆無
であることを するもの
ではない。
8 監査人は、財産の品質及
ぴ性能の鑑定又は財産の価
債の評価若しくは法律事項
の鑑定をなすものではな
u、。
会計論叢第10号 -6-
昭和57年4月20日 昭和58年2月14日 平成元年5月1日 平成3年12月26日 平成10年6月16日
改訂 改訂 改訂 改訂 改訂
l同 l同 1同 1 企業が発表する財 l同
務諸表の監査は、軍監
査人として適当な専
門的能力と実務経験
を有し、かつ、当該
企業に対して盤主旦
立場にある者にょっ
て行なわれなければ
ならない。
2同 2同 2同 2 監査人は、事実の 2問
認定、処理の判断及
ぴ意見の表明を丘.i
に当偏たって、常に公
正不の態度を保持
しなければならな
u、。
3同 3同 3同 3 監査人は、監査の 3同
実施及び報告書の作
成に当たって、職業
的専門家としての正
当な注意を払わなけ
ばならない。
4同 4同 4同 4 監査人は、業務上 4問
知り得た事項を正当
な理由なく漏えい
し=ー又は窃用しては
ならない。
一
一 一 一
一 一
一 一 一
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前述のとおり、昭和25年設定の監査基準の前文の「財務諸表の監査についてJのなかに 11 監
査の意義」、 12 監査の必要性」そして 13 監査実施の基礎条件」という財務諸表監査に関する
啓蒙規定があった。また、同監査基準の一般基準には、【図表1のとおり監査人の人的基準に関す
る規定(1の規定から4の守秘義務に関する規定まで)と、監査に関する啓蒙規定である監査の全
般的な意義に関する規定 (4の監査調書に関する規定から8の規定まで)とが混在していた。しかし、
この啓蒙規定は、監査基準を実践規範に変えるために昭和31年の第1回の監査基準の改訂で割愛さ
れた。つまり、監査基準はわずか6年にして、それ以前の啓蒙規定から実践規範に性格を変えたの
l である。このように監査基準が性格を変えた理由は、昭和32年1月1日以降開始する事業年度の監
査からいわゆる正規の財務諸表監査6)がはじまることに備えたからである(長吉 (2014)pp.68・69)。
(2 )平成14年改訂から平成26年改訂まで
監査基準・一般基準の変遷のうち、平成14年改訂から平成26年改訂までについては【図表2】の
ようになる(下線は改訂された部分一筆者によるーを示す。)。
6)正規の財務諸表監査がはじまる前の監査は会計制度監査として行われていた。会計制度監査とは、正規の財務
諸表監査をはじめるに先立つて、数次にわたって段階的に実施された監査である。会計制度監査が行われた理由
は、財務諸表監査がまったく行われていなかったわが国に、いきなり財務諸表蹴査を制度として定着させるのは
困難であると考えられたためである。このため、会計制度監査の目的は、財務諸表が一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準 (GenerallyAccepted Accounting Principles， GAAP)に準拠して作成されているか否かと
いう GAAPへの準拠性の検証ではなく、被監査会社にとっては、経理規程や経理組織の盤備、財務諸表監査の
理解、その受入態勢の整備等であり、監査人にとっては、それらの理解・評価・指導と財務諸表監査の習熟等で
あった。会計制度監査は、当時のわが国においては財務諸表監査を実施できるだけの基礎的条件が整っていな
かったために、こうした条件を整備するために段階的に行われたものである。初年度の会計制度監査(初年度監
査)は昭和26年7月l目以降に開始する事業年度からはじめられた。そしてこの数次にわたる段階的な監査は、
昭和30年l月l日以降に開始する事業年度に適用された第5次監査で終了し、翌々年の昭和32年1月1日以降に
開始する事業年度から正規の財務諸表監査がはじまった。詳細は、新井(1989)pp.619・624を参照されたい。
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{図表21一般基準の変遷(平成14年改訂から平成26年改訂まで)
平成14年l月25日 平成17年10月28日 平成21年 平成22年 平成25年 平成26年4月9日 3月26日 3月26日 2月18日改訂 改訂 改訂 改訂 改訂 改訂
1 監査人は、盤謹白星自家として、 l同 1同 1同 1同 1同
その豊門能左の自上と実務経験笠
から謹られる却識の叢積に賞に努
めなはればならない。
2 監査人は、監査を宜主に当たっ 2同 2同 2同 2同 2同
て、蛍に公正2!s鏑の盤底を保持し、
独立の立場を損なうl!!査や盤立の
立場に疑いを誼i外観を査しては
ならない。
3 監査人は、盛業担豊明家として 3同 3同 3同 3同 3問
の正当な注意を払い、憧疑心を保
持して監査を笠わな吐ばならな
ど且
4 監査人は、財務諸圭の引用者に 4同 4同 4同 4同 41司
誼土る不正な盤告あるいは資産の
流用の隠蔽を目的とした重重な虚
偽の表亙が、財務諸塞に含まれる
可能住を考慮しなせればならな
い。また、違法笠通が財務輩表に
重霊な整聾を丞ぽ主場合が盛るこ
とにも賀意しなせればならない。
5 監査人は、監査官t画亙びこれに 5同 5同 5同 5同 5同
基づき実施した段査の内容並びに
割監の過程及び鐘果を記録し、監
査盟書として保存しなせればなら
主主i
6 監査人は、監査をfi.:2に当たっ 6 監査人は、自らの組織と 6同 6同 6同 6同
て輩揮命全の丞統及ぴ瞳識の分担 して、主べての監査が一般
を明らかにし、当藍監査に盆事主 に公正蓋当と認められる監
る撞盟者に対して適盟な指ZE、量 査の基準に準拠して適盟に
謹亙び監督を行わなはればならな 実施されるために必要な質
い。また、監査人は、自らの組織 の管理{以下[品質賃理」
として、土べての監査がー盤に公 といヨ。}の亙針と圭続を
正蓋当と罷められる監査の基準に 定め、とれらに従って監査
準拠して適切に茎施されるために が塞施されていることを確
必重な窒の管理{以下[品盛管理」 かめなせればならない。
といヨ。}の左吐と手続を皐め、
これらに従って臆査が実施されて
いることを確かめな吐ればならな
し、。
7 監査ムは、監査を行ヨに 7同 7同 7同 7同
当たって、品鷺管理の左針
と手続に従い、指揮命全の
墨統及ぴ職務の分担を盟ら
かにし、また、当輩監査に
従事土る補助主にさ立しては
適盟な撞否、指導丞ぴ監督
を行わな吐ればならない。
7 政資人i土、差務上担!2.1辱た事彊 8同 8同 8同 8同 8同
を正当な理由なく他に漏らし、又
は輩用しではならない。
上記のとおり、監査基準は平成14年に全面的に改訂された。その全面改訂の理由は次のとおりで
ある(企業会計審議会 (2002J二1)。
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① 監査人個人だけでなく監査事務所としても敢査の実施体制を充実し、さらに監査の質の管理
と向上に注意を払う必要性が認識されてきたこと。
②投資者の自己責任原則が多くの方面で徹底されるようになってきたことにつれて、企業が公
表する財務情報の信頼性の確保について、従来とは比較できないほどに社会の期待と関心が高
まってきたこと。
③ 将来にわたっての公認会計士監査の方向性をとらえ、国際的にも遜色のない監査の水準を達
成し、さらに公認会計士監査に対する社会の種々の期待に応えること。
監査基準はこのような理由で全面改訂されたものであるが、震前の平成3年の改訂からまだ10年
余しかたっていないのに再び改訂する必要が生じたということは、わが国の資本市場や企業活動の
国際化、企業が採用するITの高度化、連結財務諸表原則の改訂をはじめとする会計基準の新設や
改訂など、公認会計士監査をめぐる環境が大きく変化してきたことがその背景にあった。そしてこ
のような資本市場の一体化やITの高度化によって監査の充実が図られ、監査の質も一定以上の水
準に維持することが要請されるようになってきた。これにともない、監査人一人ひとりのみならず
監査事務所などの組織としても監査の実施体制を充実し、かっ監査の質の管理と向上に注意を払う
必要が強く社会から要請されてきたのである。上記の①はこのような様子を訴している。
さらに、市場経済がいっそうの進展をみせ、いわゆる投資者の自己責任原則が種々の方面で徹底
されるようになるにつれ、企業の公表する財務情報の信頼性の確保について従来とは比較にならな
いほどに社会の期待と関心が高まってきた。投資者が白日責任により投資意思決定を行うためには、
その前提として、適正な情報が、適時に、適切な方法で、かつ公平に社会に提供される必要がある。
上記の②は社会に提供される情報、とくに財務情報の信頼性を確保する要請を示している。
そして、③は、財務諸表の重要な虚偽の表訴の事前防止または早期発見と継続企業の前提につい
て監査人が検討することを意味している。前者の財務諸表の重要な虚偽の表示には不正な財務報告
と誤謬があるが、このうち監査人にとっては、とくに不正な財務報告(いわゆる粉飾)が重要であ
る。企業会計審議会 (2002J三2. (4)は、財務諸表の重要な虚偽の表示の事前防止および早期
発見について、「重要な虚偽の表示の多くは、財務諸表の利用者を欺くために不正な財務報告(い
わゆる粉飾)をすること、あるいは資産の流用などの行為を隠蔽するために意図的に虚偽の記録や
改憲等を行うことに起因すると考えられる。そこで、監査人はこのような不正等について特段の注
意を払う(中略一筆者)ことを求めることとした。」として、監査人に重要な虚偽の表示の事前防
止または早期発見への積極的な関与をうながしている。とくに、企業の役職者による不正行為につ
いての監査7)は、平成元年5月の改訂監査基準8)で導入が図られたにもかかわらず、その実効性が
十分ではなかったことと、国際的な監査水準を達成するために改めて規定されたものである。また
継続企業の前提については、「企業が将来にわたって事業活動を継続するとの前提について、監査
人が検討することに対する社会の期待が存在する。」とし、「すでに米国をはじめとする主要国の監
査基準、ならぴに国際監査基準は、継続企業の前提に関して監査人が検討を行うことを義務づけて
7)企業の役職者による不正行為についての監査により、わが国で実態監査の胎動がはじまったと考えてよい。現
在では、不正に対する監査、継続企業の前提についての監査、そして内部統制に関する監査が制度として実施さ
れている。これにより、実態監査導入の動きがはじまった。長吉 [2014)pp.72-73を参照されたい。
8)通常は監査基準が先に改訂され、これを受けて後から]ICPAの諸規定が改正される。しかし、平成元年5月
の監査基準は、先にJICPA (1988)の設定がありこれを受けて改訂されたものであった。
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いることからも、改訂監査基準で導入することが適当と判断した。J(以上、企業会計審議会 (202)
三6. (1))として、公認会計士監査に対する社会の種々の期待に応えるためと、国際的な監査水
準との調和化のためであるとしている。
以上の結果、監査基準・一般基準は従来の4項目の人的基準に3項目の業務基準が加わり、 7項
目の基準となった。
4.保証業務における人的基準
(1)監査基準・一般基準の人的基準の内容
保証業務における人的基準を検討するに際しでは、監査基準・一般基準の人的基準の内容が参考
になる。監査基準・一般基準の人的基準は、上記でみてきたとおり次の4項目がある。
・専門能力の向上と実務経験等から得られる知識の蓄積
今日の企業を取り巻く監査環境は、資本市場の国際化、企業の大規模化や取引活動の複雑化、
会計処理の技術的進展、会計基準の高度の専門化などにより、ますます変化している(企業会計
審議会 (202)三2.(1))。このため、財務諸表監査を担当する公認会計士はこうした環境変
化に適切に対応できるように、生涯にわたって専門能力を向上させ、知識を蓄積する必要がある。
公認会計士が専門能力を向上させ知識を蓄積するための有効な方法として、 JICPAが導入
した継続的専門研修制度 (ContinuingProfessional Education， CPE)がある。このプログラ
ムは、公認会計士が生涯にわたって専門能力の向上と知識の蓄積を行うことができるように
JICPAが導入したもので、これによって公認会計士にさまざまな教育・研修や自己研究の機
会を与え、自己啓発させようとする制度である。 CPEは公認会計士法第28条にも規定きれ、
平成14年4月1日よりすべての公認会計士9)に義務づけられた。
・独立性の確保
独立性には精神的独立性と外観的独立性がある。
精神的独立性は、監査人の精神面における独立性であるため、その保持および保持の程度に
ついては監査人本人しか判断できず、周囲の者にはまったくわからない。精神的独立性は、ま
た、監査人が監査業務実施中に会計や監査上の判断を行っているときだけに要求される独立性
であり、これらの判断を行っていないときには要求されないという特徴をもっている。
9)公認会計士法第28条は「公認会計士は、内閣府令で定めるところにより、日本公認会計士協会が行う資質の向
上を図るための研修を受けるものとする。」として公認会計士だけにCPEの履修義務を課しているがdICPAr会
則J第16条2項は「会員(監査法人を除く。)は、前項の研修(筆者注-CPEのこと一)を受けなければなら
ない。」として公認会計士と外国公認会計士にCPEの履修義務を課している。
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[図表31保証業務実施者に精神的独立性が要求される時点または期間
審査資料
作成、受審
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(注)亡二コは保証業務実施者に精神的独立性が要求される時点または期間を示す。
これに対し、外観的独立性は、被監査会社および特定の利害関係者10)に対する監査人の外観
によって独立性を判断しようとする思考である。これは監査人の外観で判断する独立性である
ため、その保持および保持の程度については利害関係者をふくむ誰もが容易に判断することが
できる。また、外観的独立性は、監査人が会計や監査上の判断を行っているときだけでなくつ
ねに要求される。
このように、精神的独立性と外観的独立性は、同じ独立性という名称、でよばれているがまっ
たく別のものであり、一方が不足している場合に他で補完できるというような相互補完の関係
にはない。
精神的独立性と外観的独立性は次の[図表41のようにまとめることができる。
[図表4]精神的独立性と外観的独立性のまとめ
項目 精神的独立性 外観的独立性
保持の判断主体 監査人本人 利害関係者をふくむすべての人
保持の判断基準 監査人本人の意識 法令等による外形基準
保持の程度に関する理解 監査人本人しか理解できない 利害関係者をふくむ誰でも
保持が要求される期間 監査判断を行っているとき いつでも (24時間または365日) I 
出所:長吉 (2013)p.l3 [図表1-1] 
elE当な桟意と懐疑心の保持
監基報200:A19項は、職業的懐疑心について、「職業的懐疑心は、監査証拠を批判的に評価
するために必要である。これは、監査証拠の矛盾や、記録や証蔵書類の信頼性、又は経営者や
監査役等から入手した質問への回答又はその他の情報の信頼性について、疑念を抱くことを含
む。また、例えば、不正リスク要因が存在し、かっ、その性質上不正の可能性がある単独の記
録や証濃書類が財務諸表の重要な金額を裏付ける唯一の証拠である場合など、その状況に照ら
10)一般に監査人の独立性という場合、被監査会社からの監査人の独立性をいうが、監査人の独立性は被監査会社
からの独立性だけではない。監査人の独立性は利害関係者からの独立性も必要である。とくに、特殊株主とよば
れる特定の利害関係者からの独立性が求められる。
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して、入手した監査証拠の十分性と適切性について検討することを合む。Jとしている。
監査人は、職業的専門家としての正当な注意を払い懐疑心を保持して監査を行わなければな
らないが、監査人が正当な注意を払って監査を実施する局面と、懐疑心を保持して監査を実施
する局面には微妙な違いがある。
正当な注意の基準は、監査人自身が注意を払わなければならないという監査人自身の意識の
問題であり、「パイロット・テストからはじまって、監査契約の締結、監査手続の実施、監査
証拠の吟味、証明力の評価、監査要点の立証、監査対象の適正性の検討、合理的な基礎の形成、
監査意見の表明、そして、監査業務の後始末」までにいたる監査業務のすべてにおいて発捕さ
れなければならないものである。また、正当な注意の基準は、監査が終了した後数年間にわた
る監査調書の保管に際しでも要求される。正当な注意は自らが注意を払わなければならないと
いう監査人自身の意識の問題であるため、監査対象を検証しているときも、その他の業務を実
施しているときも、またその後の期間においても、つねに監査人に要求されるのである。
これに対して、職業的懐疑心は、監査人が監査対象である伝票、各種計算シート等の妥当性
を検証している際に要求される監査人の注意である。上記の例で考えると、「パイロット・テ
スト」と「監査手続の実施、監査証拠の吟味、証明力の評価、監査要点の立証」については、
そのそれぞれの過程において監査人はそれらに虚偽の表示がないかどうかについて、慎重にか
っ詳細に検証することが求められる。これがすなわち監査人による職業的懐疑心の保持である。
このように、職業的懐疑心の保持は、監査人が監査対象を検証している際に要求される監斎人
の注意である(以上、長吉 (2013)p.l09) 0 
・守秘義務の厳守
監査人が守るべき守秘義務と、監査人が保持すべき正当な注意と職業的懐疑心との間にはか
なり大きな相違がある。
守秘義務は監査人の職業倫理や、被監査会社との信頼関係の維持、さらには監査業務の効率
的な遂行のために設定されたものである。企業会計審議会 (202)三2.(7)は、「監査人が
監査業務上知り得た事項を正当な理由なく他に漏らしたり、窃用することは、職業倫理の上か
ら許されないことは当然であり、そのような行為は監査を受ける企業との信頼関係を損ない、
監査業務の効率的な遂行を妨げる原因ともなりかねない(筆者注一後略ー)Jとしている。
これに対して正当な注意と職業的懐疑心の保持は、監査人が、財務諸表に重要な虚偽の表示
がふくまれている場合に、これを看過して不適切な監査意見を表明し、これによって善意の利
害関係者が不測の損害をこうむることのないようにするためである。つまり、正当な注意と職
業的懐疑心の保持は、監査人が利害関係者のために十分な監査を適切に実施することができる
ように、監査人に求められる基準である。
とのように、守秘義務が被監査会社との関係で監査人に求められる基準であるのに対し、正
当な注意および職業的懐疑心の保持は利害関係者との関係で監査人に求められる基準である。
しかし、正当な理由があって被監査会社の機密事項を外部の第三者に漏らす場合に、事前に被
監査会社の了解を得ておくことは正当な注意の発現である。このことを考えると、守秘義務の
一部は正当な注意にふくまれると考えられる。
昭和25年設定の監査基準・一般基準には以上の4項目の人的基準の他に監査の啓蒙規定として4
項目が追加され、平成14年改訂の一般基準には監査の業務基準が3項目追加され、そして平成17年
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改訂の一般碁準には同じく監査の業務基準が4項目追加された。これらの啓蒙規定および業務基準
は監査人の資格および条件を規制する人的基準ではなく、啓蒙規定は社会に対して財務諸表監査を
啓蒙するための監査の全般的な意義に関する規定であり、業務基準は監査実施上の基準すなわち実
施碁準としての性格を有するものと考えるべきである。こうしたことから、監査基準は、人的基準
としては、昭和25年設定以降のすべての監査基準において、上記の4項目を規定していると考えて
よい。
(2) JICPA r倫理規則Jの基本原則の人的基準の内容
JICP A (2014J i第l章 総則」には基本原則として次の5原則が規定されている0
・誠実性の原則(第3条)
.公正性の原則(第4条)
.職業的専門家としての能力及び正当な注意の原則(第5条)
.守秘義務の原則(第6条)
.職業的専門家としての行動の原則(第7条)
JICP A (2014Jによれば、誠実性とは、 JICPAの会員が常に誠実に行動しなければならないこと
であり、また、公平であることおよび正直であることも意味する(JICPA(2014J第3条および注
解1)。
また、公正性とは、 JICPAの会員が職業的専門家としての判断または業務上の判断を行うにあ
たり、先入観をもたず、利益相反を回避し、また他の者からの不当な影響に屈せず、常に公正な立
場を堅持することである。公正な立場を堅持することは、業務上の判断における客観性の保持を求
めるものであり、専門業務の目的の妥当性、専門業務を実施するにあたって裁景すべき事項の選定
や判断において先入観のないこと、さらに、これらの判断についての適正性が他の者により検証し
得ることをふくむ。(以上、 JICPA (2014J第4条および注解2)0 JICPA (2014Jは公正性をこの
ように定義しているが、これでは公正性は監査人が有すべき人的基準のすべてを網羅することにな
り、公正性独自の定義になっていない。
また、 JICPA(2014J i第2章 会計事務所等所属の会員を対象とする規則」には基本原則の遵
守として、「誠実性」、「公正性」、および、「職業的専門家としての能力及ぴ正当な注意の原則」が
包括的に規定されている(第10条)。そして、専門業務の公正性(第四条)と独立性(第13条)は
別途規定されている。
以上の監査基準の人的基準とJICPA(2014Jの人的基準とをまとめれば【図表5]のようになる。
{図表5]でわかるとおり、監査基準にある4項目はすべてJICPA (2014Jにも規定されているが、
JICP A (2014J i第1章 総則Jにある誠実性と公正性は監査基準の人的基準には規定されていない。
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{図表5]臆査基準の人的基準とJICPA(2014)の人的基準との関係
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(3)保証業務実施者の人的基準の設定
以上の監査基準とJICPA(2014Jの両者を踏まえて考えてみると、保証業務実施者の人的基準
として、次の基準を設定するのが適切であると思われる。
①専門能力の向上と実務経験等から得られる知識の蓄積
②独立性の確保
③誠実性の確保
④正当な注意と懐疑心の保持
⑤公正性の確保
⑥守秘義務の厳守
以上の6項目は保証業務実施者に必要な人的基準として考えられるものである。
ここで公正性とは、「専門業務を実施する者は、客観性を保持し、裁量すべき事項の選定や判断
において予断をもたず、さらに、専門業務実施者としての判断の適正性について他者が検証し得る
こと。」と定義する。これは、上述のJICPA(2014J第4条および注解2による公正性の定義が広
範にわたりすぎてわかりにくいものであったため、定義し直したものである。
他の各基準の内容は、いずれも上述のJICPA (2014Jの定義と同じである。
ここで、「①専門能力の向上と実務経験等から得られる知識の蓄積Jの基準を他の②から⑤の基
準に優先して設定した理由は、保証業務実施者として考えるべき対象者を「専門能力の向上と実務
経験等から得られる知識の蓄積Jを有している者に限定するためである。すなわち、まず保証業務
実施者として考えるべき対象者を保証業務の実施に必要で、ある最低限の専門能力と知識を有してい
る者に絞り込むためである。そして、保証業務実施者としての対象者を専門能力を有し知識を蓄積
している者に絞り込んだうえで、保証業務実施者に必要な独立性、誠実性、正当な注意と懐疑心、
および公正性の各基準を彼らに求めるのである。すなわち、②から⑥の5項目は、①の専門能力を
有し知識を蓄積している者の存在を前提としたうえで、彼らが保証業務を適切に実施し、その結果
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を適切に社会に公表するうえで必要な人的基準であると考えているのである。
また、「⑥守秘義務の厳守」の基準を①から⑤の基準の後ろに位置づけている理由は、①から⑤
の基準は利害関係者を指向しているのに対し、⑥の基準は保証業務の対象会社を指向して設けられ
ていると考えられるからである。すなわち、①から⑤の基準は、保証業務実施者が、保証業務対象
項目にふくまれている重要な欠陥を看過して不適切な結論を表明し、これによって善意の利害関係
者が不測の損害をこうむることのないようにするために設けられたものである。つまり、①から⑤
の基準は、保証業務実施者が善意の利害関係者のために保証業務を十分かつ適切に実施することが
できるように、保証業務実施者に求められる基準である。これに対し、「⑥守秘義務の厳守」の恭
準は①から⑤の基準とは異なり、保証業務そのものを円滑に実施することができるように保証業務
の対象会杜との関係を良好に保つためである。保証業務実施者は、その実施する保証業務の過程に
おいて保証業務の対象会社のさまざまな資料を入手するが、ぞれらのなかには積極的に外部に公表
されるものもあれば、最高機密に属し取扱いに注意を要する資料もある。保証業務実施者が対象項
目に係る保証業務を十分かつ適切に実施するためには、必要な資料を対象会社から提供してもらわ
なければならない。すなわち、対象会社の資料提供に関する協力がなければ、保証業務実施者は有
効かっ適切に保証業務を行うことはできないのである。対象会社が最高機密である資料であっても
保証業務の実施に必要であるとして保証業務実施者に提供するのは、ひとえに保証業務実施者の守
秘義務を信じて疑わないからである。したがって、もし保証業務実施者が不用意な発言や不必要な
行動を起こしたことによって対象会社が保証業務実施者の守秘義務にいささかでも疑惑を抱くよう
なことになれば、対象会社は以後の資料提供を拒否するであろう。これでは、保証業務は成立しな
くなってしまう。したがって、保証業務を行うためには、保証業務実施者が対象会社から保証業務
実施者の守秘義務に対して絶対的に信頼されることが必要不可欠な条件である。こうした点で、「⑥
守秘義務の厳守」の基準は①から⑤の基準とは異なっているのである。
5.むすび
以上、保証業務実施者に適用される人的基準について検討してきた。
本稿では、まず、昭和25年7月14日に設定されたわが国の監査基準の意義とその設定理由を明確
にした。そしてそのうえで、監査基準・一般基準の変遷について、昭和25年設定から平成10年改訂
までの期間と平成14年改訂から平成26年改訂までの2つの期間に分けてその内容を検討した。その
結果、前者においては、昭和25年設定の監査基準では監査人の人的基準に関する規定と啓蒙規定と
しての監査の全般的な意義に関する規定とが混在していたものの、昭和31年の第1回改訂によりい
わゆる正規の財務諸表監査の実施に備えて実践規範とするために啓蒙規定の部分が割愛され、以降
においても監査基準は実践規範として規定されていることを指摘した。後者においては、監査基準
が平成14年に全面的に改訂され、一般基準に業務基準が設けられたが、監査人の人的基準に関する
規定としては、前者の4項目が踏襲されていることを指摘した。
以上の検討に加えて、 JICPA (2014)の基本原則の人的基準を取り上げたところ、 JICPA (2014) 
には監査基準に規定されていない「誠実性」と「公正性」の基準が規定されていた。誠実性とは、
JICPAの会員が常に誠実に行動しなければならないことであり、また、公平であることおよび正
直であることも意味する (JICPA (2014)第3条および注解1)。公正性とは、 JICPAの会員が職
業的専門家としての判断または業務上の判断を行うにあたり、先入観をもたず、利益相反を回避し、
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また他の者からの不当な影響に屈せず、常に公正な立場を堅持することである。これらはいずれも
監査人の人的基準として、 JICPA[2014)の基本原則に規定されているが、監査基準には規定され
ていないものである。
以上を踏まえて、保証業務実施者の人的基準として6つの基準を提案した。このうち「公正性」
の基準については、 JICPA[2014)の定義に代えて、専門業務を実施する者は、客観性を保持し、
裁量すべき事項の選定や判断において予断をもたず、さらに、専門業務実施者としての判断の適正
性について他者が検証し得ることと定義し直した。他の 5つの基準の定義はJICPA[2014)の定
義と同じである。
これらの6つの基準はいずれも保証業務実施者の人的基準として必要な基準であり、結果として
監査基準とJICPA[2014)のいずれの規定も満たしたものとなっている。保証業務実施者はかか
る人的基準を満たしたうえで適切に業務を実施する必要がある。
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